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1.最近 の 動 き/CurrentTopics
◎ サ セ ッ ク ス 大 学 との 研 究 協 力 に っ い て/ResearchCooperationbetweenMST£P
andSussexUniv.
この度 、英 国サ セ ックス大 学 との 間で、 日米 欧の科 学技 術政 策 に関す る比 較研
究 、研 究者 の相互 交流 及 び情報 交換 、等 の研究 協力 を行 う ことで合 意 し、 レター




O第1調 査研究 グループでは昭和63年 か ら 「理工系学生を創造的な科学技術人
材 として確保するための条件に関する調査研究」を実施 して きたが、 このほど、
これまでの調査研究をNISTEPReport第1号 「理工系学生の就職動
向 について」として総合的に取 りまとめた。
これ は本年2月 にとりまとめた 「理工系学生の就職動向予備調査について」 に
さらに詳 しい調査結果を補充 し、発展 させたものである。




する際に企業が期待す る成果、基礎研究のパ フォーマンスを向上 させ るための配
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慮事項(研二究人材の確保、育成、資金、研究設備、評価、他機関 ・他部門 との交
流等)、 国立試験研究機関、大学等 に対す る期待等について調査す るため、本年
6月か ら当研究所 におCxて講演会 シリーズを開催 している。
本講演会 シリーズは、民間企業の基礎研究所長 あるいは研究開発分野の責任者
等を当研究所に招 き、所属す る企業の基礎研究の進め方をご紹介いただいた後、
当研究所のスタッフ及び科学技術政策関係者等 と意見交換を していただ くもので
ある。既に、エ レク トロニ クス工業分野の研究所長、同研究開発責任者、バ イオ
工業分野の研究所長、造船重機分野研究開発責任者を招いて、合計5回 の講演会
を開催 したところであり、示唆に富む講演 に対 し、活発な討議が行われた。
今後 も、引 き続いてエ レク トロニ クス工業分野、自動車工業分野、製鉄業分野、
造船重機工業分野ご化学工業分野等、様々な分野における民間企業の基礎研究所
長を招いて講演会を開催 してい くことと している。




○ 「アジアのエネルギー消費 と地球環境 に関す る調査研究会」が6月9日 に開催
された。本研究会は、第2回 目で あり、本地域のエネルギー消費の実態 と今後の
調査研究の進め方について検討 した。








米国ハ ドソン研究所研究部長,元 大統領科学顧 問
◎講 演会等/LecturesatNISTEP
6/1(木)f明 治時 代 の 日本 の科 学技術 政 策の一 側面 」




2.研究 ノ ー ト/ResearchNote






先進国における情報化の経済への影響は既 に顕著であ り、21世 紀 に向かい、
情報技術は世界の産業 ・経済を一新させるであろう。
これは情報技術によって引き起 こされる技術革新プwセ スであ り、21世 紀の
為の新 しい産業フ レーム ・ワーク創出の一環を担 っている◎
新 しい汎用技術、情報技術の出現は、既存の製品 。サー ビス体系の全体に強 い
イ ンパ ク トを与える。そ こで出現す る技術革新の顕著な特性は、技術融合 ・技術
分裂 という言葉で示 され るように、複合技術の システム性にある。
このようなシステム的技術革新 には、緊密な情報の交換、また交流が不可欠で
ある。使用者 ・供給著聞、企業の各部門間、また製品、 ソフ トウェア ・サー ビス
聞に出現する緊密な交流は、新 しい産業情報を生み出 し、技術革新を継続 的に引
き起 こす。新 しい革新 は、既存の産業分野 ・科学分野の枠を越えて発生す る。
市場 と組織の中間に位 置するネ ットワーク産業組織は、前述 したシステム的技術
革新に最 も適 した組織的対応 と言えよう。
同組織は中核が他の参入者 と弱い/強 い結び付 きで結合された"ゆ るやか"な
組織であ り、それは企業がその企業の壁を越えて他 と結び付 き、柔軟な専門家(
FlexibleSpecialisation)の 結合を出現 させることを
可能に している。 このネッ トワーク構築過程において、企業間の協力関係の持つ
重要性が指摘 され る。 ジョイ ント・ベ ンチ ャー、ライセ ンス協定、下請け制、R
&D協 力等の企業間の結び付 きば、参加企業間に"ポ ジティブ ・サム"ゲ ーム的
状況を形成する契機 とな り得る。
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企業 の世 界化 の進展 に際 して、 国境 を越 え た ネ ッ トワー ク産業 組織 、 クロス ボ
ー ダー ・ネ ッ トワー クの持つ可 能性 が指 摘 され る。
クロスボー ダー ・ネ ら トワー クは各地 域 内 にお け る半 自律 的経営 と、鍵 とな る
経 営 因子 の世界 的 調整 を併存 させ る ことを め ざす。
それ に よって、 地域 市場 の情報 に密 接 に対 応 し、 また、同 時 に全世界 的 な戦 略
的経 営 をす る こ とが可 能 にな る。
(第1研 究 グル ー プ)
3.来所 講 演 概 要/Summary◎ftheLectureatNISTEP
「今後の経済発展 と科学技術政策」
青木 昌彦 京都大学経済研究所教授(3月17H、於当研究所)
1.チェー ン ・リ ンク ・モデ ル
チ ェー ン ・リ ンク ・モデ ル とは、米国 ス タ ンフ ォー ド大学 の クライ ン及 び ロー
ゼ ンバ ー グの両 氏 が公表 した科学 技術 の研究 開発 に関 す るモデ ルで あ る。
この モデ ルは、 科学 技術研 究 開発の基 本 的 な流 れ と して、基 礎科 学 的な発 見が
応用 開 発 されて商 品 化に至 るとい う川 上か ら川下 へ の リニ アな伝統 的 な経路 に加
えて、 各過 程間 に様 々な イ ンター ラ ク ショ ンが 有 り得 る とい う ことを 示 した もの
で あ る。図 に基 づ いて説 明す ると、ポ テ ン シャル マ ーケ ッ トで何 か新 しい商品 化
の可 能性 があ る と、その た めの研 究が行 われ 、 その結果 発 明が生 まれ る。
そ して 、発 明 は、設計 、試 験 の試行錯 誤 を経 た うえで製 品化 され て市場 に出 回
るのが通 常 の経路 で あ る。 しか しなが ら、 各過 程で 問題 が発生 す る と、 川下 か ら
川 上へ 問題が 投 げ返 され るとい うフ ィー ドバ ックル ープ が働 き、再 設計 の必 要 性
や新製 品 の可 能性 が生 じて くる。次 に、 研究 と開発 との関係 は、必 ず しも、研 究
か ら開発 への一 方 的な流 れで は な くて、 開発 上の 問題 が発生 す る と、 まず 、既 存
の知 識 ス トック(K)ヘ アブ ローチ し、それ で も解 決 がっ か ない場合 は、 ミッ シ
ョン ・オ リエ ンテ ッ ドな研 究が 行われ 、時 と して、革 新 的 な研 究成 果 が創 出 され


















2、日本 企業 の技 術開 発特性
企業 の研 究開発 か ら商 品化へ 至 るまで の動 態 は、 「チ ェーー ン ・リンク ・モ デル 」
で 表す ことがで きるが、 次 に、 日米両 国企業 の技術 開発 特性 にっ いて比較 してみ
よ う。
(1)現場 の知 識 と情 報 の共有
製 品 開発 の企画 ・設 計 に、工場 や営業 部門 の人 間 を加えて 検討 す るな ど、 開
発 と現 場の イ ンタ ーラ ク シ ョンを重視 す る立場 は、米 国 よ り も日本の方 が よ り
強固で あ る。 イ ンター ラ クシ ョンの方 法 と して は、米 国が デー タベ ース を媒介
とす る協力 関係 を築 いて い るのに対 して、 日本 の場合 は、 フ ェース ・ツー ・フ
ェースの コ ンタ ク トで 協力 しあ って い る。
情 報の共 有 につ いて は、米 国が生産 過程 を分割 して各 段階の 専門 家の利 益 を
追求 す る状 況 に あ るこ とか ら、 これ に は統 合 の力が 働 くことを必要 と して い る
の に対 して、 日本 の場 合は 、生 産過 程の 各段 階をっ な ぐ専門家 を配 置す るな ど、
情 報が横 断的 に流 れて 行 くことを特徴 と して い る。
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換言す ると、米国が集中的な システムを採用 しているのに対 して、 日本は、
分散的なシステムであるとい うことがで きる。
さらに、 もう一つ(力特徴は、 日本が情報の共有 という面では、企業の境界を
越えているのに対 して、米国は、企業内部に情報 システムを もってはいるもの
の、企業間の共有関係はないのが通常である。
(2)社内学習 と格付 け
日本の場合は、分散的な情報 システムになっていることか ら、 システムにと
って必要な能力の蓄積を企業内部で行わなければな らない。
すなわち、長期雇用 システムの中で、社員を様 々な部署に配置 して、仕事の
プ 臼セスの諸側面を教育する一方、人脈の形成 によって相互の コミュニケー ト
を可能 とし、情報を共有するという仕組みにな っている。
また、分散的なシステムは、時 として、各部署の独立性を助長 し、全体 とし
ての統制が とれなくなる可能性があ るため、部分 的な利益の追求を抑制す る意
味で、全社的な規摸で入事管理す ることが必要となる。
これに対 して、米国企業での学習 は、社外の ビジネススクールやエ ンジニア
スクール等を利用 して、専門家 としての知識を獲得す るための先見的な学習を
行 っている。(1)及び(2)から日米の企業を比較す ると、 日本は、情報 システム
は分散化 しているが、人事管理は集中化、米国は、情報 システムは集中化 して










フィー ド・バ ック、現実の技術的問題解決の過程か ら派生する科学的発見の可
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シ能性等の強みを もっている。 このような伝統的な強みを生か しっっ、 日本型 シ




ような高価 な装置を必要とする場合 も多いことか ら、 ヨーロッパでの共同研究
にみ られ るように、一国では対処 しきれず、各国が共同 して研究するケースが
増えている。 このよ うな状況の中で、経済大国 として富を蓄積 してきた我が国




制を維持 しっっ、国際化 してい くと考え られる。
この際、 日本企業が中央研究所のようなものを国内に設立 して、外国人の科
学者を招聰 して も、日本 というコンテクス トの中では、 日本的なアプローチに
なることか ら、斬新 な発想は生まれにくい。
それよりも、 日本企業が国境を越えて進出 し、他国の国際的な研究所 と協力
的な関係を結んで、相互交流する仕組みをっ くることが必要である。
これによって、 日本人 のもっているサイエ ンティフィックなアプローチ と西
















づ き第2研 究グループ研究員 として採用 した。
既に政策研ニュースNo.7で 客員研究官 として紹介済であるが、今後、科学
技術指標体系の研究 ・分析に強力 な戦力 として活躍が期待される。
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